「日常生活における意思決定支援」
東濃成年後見センター事務局長　山田　隆司

Ⅰ　はじめに
　東濃成年後見センターは、地元自治体（多治見市・土岐市・瑞浪市・中津川市・恵那市）と協力し、平成１５年より法人後見の受任を含めた権利擁護活動に取り組んでいる。
　これまで、４６７件（平成２８年９月末現在）の成年後見等を受任してきたが、その中で福祉サービスや親族の都合で本人の権利が侵害されているものが一定数あった。
　成年後見人等の立場では親族や福祉サービスとの対立は避けたいが、本人の権利を擁護し、意思の決定に支援する場面でやむを得ず対立となるケースもある。
　次のケースはそうしたケースの一つであり、このケースから意思決定を考えてみたい。

Ⅱ　保佐人選任と選任後の経緯
本人は５０歳代（保佐人選任時は４０歳代）。家族構成は両親のみ。収入は平成１７年より障害基礎年金（２級）を受給中。
平成１８年３月、本人から母が本人の年金を浪費していること、母と争いになった際にアパート大家より退去を求められ、退去する代わりに両親が本人を障害者施設Ａに強制的に入所させようとしていることの相談を受ける。
　一か月後、関係者の支援を受け、本人が保佐人選任を申立てる。

その際に、それまで本人は総合病院の精神科に通院し、精神障害者保健福祉手帳を所持していたが、平成１８年３月付けの療育手帳（Ｂ１）が交付されたこと。この交付は施設に入れるために療育手帳を取らされたとの主張をされる。

同年４月、福祉事務所担当者より、障害者施設Ａにショートステイで入所となったとの報告を受ける。但し、本人には一週間の利用と説明してあるが、退所の予定は無いことが障害者施設Ａと打合せができているとの説明も受ける。
同年８月、家庭裁判所より保佐人に選任される。
同年９月、障害者施設Ａを訪問。本人に面会するが、保佐の開始の郵便も受取っていないとのこと、他の重度の入所者のシーツや交換や排泄等の介助をさせられているとのこと、電話や郵便も禁止させられているとのこと等を主張されたため、本人が保佐人に対して自由に連絡ができるように、切手を貼った封筒と便箋を郵送する。また、障害者施設Ａには保佐人への郵便物を送るための物である説明文書を入れる。

数日後、障害者施設Ａの担当職員より、保佐人へ郵便を送るために同封した切手と返信用のシールを貼った封筒と便箋について、本人が施設内で暴力を受けた等と書き、それを全て信じてもらっては困るので、まだ本人には渡していないとの電話が入る。
手紙を受取っても全てを信じるわけではないので、本人に郵便物を渡すことを依頼する。
一週間後、障害者施設Ａ訪問。本人に面会。本人に送った郵便物について、担当職員が便箋は渡してくれたが、切手と保佐人への宛名のついた封筒は渡してくれなかったとのこと。また、前回本人に面会したことについても担当職員より、面会時に話したことを全て報告するように求められたとの話を聞く。

平成１９年１月、障害者施設Ａ訪問。本人に面会。施設の担当者や施設長等に保佐人への連絡をしたいと話しても全て禁止されているとのこと。
同月、福祉事務所担当より、本人が入所となったとの連絡を受けるが、施設からは何の連絡もなかったため、入所申込書・契約書の郵送を依頼する文書を送る。

また福祉事務所担当から、障害者施設Ａが年金の入金する通帳の引渡しを求めているとのこと、保佐人の本人への面会は帰宅願望を刺激することになるので、面会時には事前の許可が無ければ面会をさせないこと等を主張されているとの説明を受ける。
２月、入所申込書及び契約書の送付について再度依頼する。

５月、障害者施設Ａの担当者より、それまでに何度か契約書の送付を求めていた件について「そちらで作っていただけますか？」との電話が入る。施設が準備するものであることを説明すると｢本人の父母と契約してから、保佐人と契約します｣と主張されたため、保佐人選任時より、代理権に基づき契約するものであることを説明していることを再度説明する。
６月、福祉事務所担当者より、入所申込書が両親のところに届いているとの情報があり、両親に確認すると届いているとのこと。
７月、障害者施設Ａ訪問。本人に面会。以前に自宅近くの総合病院にて手術した後、障害者施設Ａ近くの病院に通院しているが、医師より｢手術をした総合病院の医師に診てもらった方が良い｣との話しがあったが、障害者施設Ａの担当者が｢必要は無い｣と言って受診できないと話された。二つの病院の相談員の協力を得て事実関係を調査すると、本人が障害者施設Ａの職員に連れられて紹介状を持ち受診したが、本人は総合病院への通院を希望し、通院についても手術を行った医師の所へ通うのが医学的に適切と思われ、通院先の変更の希望は障害者施設Ａの都合と思われたため、紹介状を戻したとのこと。
８月、福祉事務所担当者より、本人の住所を障害者施設Ａの住所地へ移すことを求められたため、保佐人として居所の指定はしないこと、施設より契約書を受け取っていない状態で住所の変更は不自然であることを説明。

福祉事務所担当者から施設に対し早期に契約を行うよう依頼したところ、契約書が｢無い｣との回答だったため、近日中に契約書を作成していただくように話したとの報告を受ける。

一週間後、障害者施設Ａ訪問。本人に面会。７月の面会以降も総合病院には受診できていないとのこと、体調不良のため受診したいが施設の看護師が受診の必要は無いと言っていると話される。保佐人として施設に対し受診の依頼を伝える事を提案するが、施設の職員にいじめられるのでやめてほしいと主張される。

施設での生活は仕事がきつく、職員からの暴力もあり、2階から飛び降りて自殺をしようかと考えたこともあると言われたため、自殺だけはしない様に話す。

９月、本人の母より電話。｢本人の入所が可能になったので来所して欲しい｣との連絡が入ったが、保佐人で対応して欲しいと希望される。障害者施設Ａに、本人の両親が訪問できないこと、入所契約は両親ではなく保佐人が行う旨の書面を送り、後日、障害者施設Ａ担当者に電話、今までに何度も、保佐人として施設と契約したいと連絡していることを説明するが、担当者は｢書面は受け取っていない｣｢郵便が届かないことがよくある｣等と言われたため、郵便が届かないことがよくあるのであれば郵便局に確認して欲しいと話すと｢郵便は届くが施設内で自分のところへ来ない｣と主張されさたため、施設内での文書の回覧については施設内の問題であり施設内で確認いただく様に依頼する。

また、保佐人ではなく本人の両親と契約しようとした件については｢本人の両親と契約の上で、その契約書を保佐人に提出するつもりでいた｣と言われたため、代理権について何度も文書や電話で説明したことを話すと｢本人と契約した方が本人の施設入所中の目標等が明確になるので本人や両親と契約した方が良いと考えている｣等と主張されたため、本人と処遇の目標を話し合うことは賛成するが、契約行為とそれは別のことであると説明する。

一週間後、障害者施設Ａの施設長より「家裁に確認したところ、保佐人の同意があれば本人の現金や通帳を施設が預かることができると言われたので、渡して欲しい」との電話が入る。検討するので管理方法等を教えて欲しいと話すが｢そんな事は面倒で出来ない｣と言われる。契約についても｢後見であれば本人の能力は無いが保佐人であるから本人と契約する｣と主張されたため｢代理権で決まっているから保佐人として責任をもって契約したい｣と説明するが聞こうとされなかった。

四日後、障害者施設Ａ訪問。本人に面会。依頼されていた日用品を渡す。

総合病院には連れて行ってもらったが、障害者施設Ａの看護師より、医師に症状等を話すことを禁じられたため自分で説明できなかったと話される。

財産の管理について、障害者施設Ａの担当者より、現在の預貯金の残高を障害者施設Ａに寄付するように言われたが、いつまでも入所しているつもりはないので寄付はしたくないし、通帳を施設に渡すととられてしまうかもしれないので渡してほしくないと主張される。

また、施設との入所契約について施設からは母親と契約すると説明を受けているが、いつまでも入所したくないので契約はしてほしくないと主張されたため、保佐人として本人の代理で契約しても、退所の支援をすることも説明する。
三日後、障害者施設Ａより、契約書・重要事項説明書・同意書が届いたため、本人に面会。契約書の提出前に本人に、一旦契約した場合でも希望すれば退所は出来ることを説明する。

また、前回に日用品を届けたことについて、施設長等より必要なものは施設を通じ買うべきであり、保佐人に買ってもらうなら施設から出て行ってもらうと叱られたと話される。
平成２０年２月、４月に障害者施設Ａ訪問し本人に面会した際、施設を出たいが施設に止められ、そうした手紙を書くことも許してもらえず、一日でいいので自宅へ帰りたいと話される。
７月、自宅は両親の受け入れが無いため、本人を迎えに行き、保佐人事務所で話を聞く。担当者からは施設のことは話してはいけないと言われているとの事であったが、次のようなことを話された。

・手紙を出す場合は担当者に見せなければならない。

・手紙を開けられてしまうことがある。

・保佐人に依頼して日用品を届けてもらった際には、給料を下げられた。

・電話は職員室にあり、かけさせてもらえない。

・他の入所者の入浴や排泄の介助をさせられる。

・熱があっても仕事をさせられる。
等、不適切な内容であり、退所し自宅に戻ることを希望されたが、両親に連絡すると受入れについては否定的であった。以後も本人と面会を続ける。
平成２１年１０月、再度、本人を迎えに行き、保佐人事務所で話を聞くと、次のようなことを話された。
　・施設内で虐待により自殺（未遂？）があった。

　・総合病院に５ヶ月以上受診させてもらえない。

　・他の入所者の入浴介助、排泄介助、汚物処理をやらされる。

　・担当者からの身体的虐待がある。

　・保佐人からの手紙を見せてもらえない。

平成２２年１月、本人の母急死。葬儀等のために本人を迎えにいく。

帰宅時より障害者施設Ａに戻ることを拒む発言をされる。ただし、「障害者施設Ａに戻らないと叱られる」等の理由で、何度か障害者施設Ａに電話をかけ、他に行く場所がないので、障害者施設Ａに戻ることも考えるとの発言が繰り返され、「揺らいだ」状態が続いた。
Ⅲ　重要な意思決定支援１
本人は母との不仲により、本人の意思に反し障害者施設Ａにて約四年間を過ごしたが、　　その母の死亡により本人が施設で生活する理由はなくなった。

本人は障害者施設Ａ内での虐待を主張し続け、退所を希望していた。

障害者施設Ａは約四年間の利用中の本人の精神状態を問題にしたが、精神科に受診させたのは一回だけである。本人の精神疾患を治療しようするのであれば、本人を精神科に定期受診させる必要があるため、保佐人として受診の支援を行い、その後に本人の意思を尊重し生活場所を検討することが必要であった。
また、本人の療育手帳の取得は４０歳過ぎであり、それまでは精神障害者保健福祉手帳の交付を受けるなど、精神障害が生活上の課題となっていた。療育手帳の取得時期は自宅アパートからの退去を求められた時期であり、家族全員が退去とならない為に本人に療育手帳を取得させ、施設入所に至ったことは明確であり、本人に必要なことは精神障害そのものへの対応であることが推測されるため、保佐人としては精神科受診後に、本人の意思を尊重し生活場所を検討することが必要と理解した。
一時帰宅後、本人は自宅で生活したいとの希望と、施設からは戻ることを求められ施設に戻ることも考える発言をされた。
本人が施設に戻ることを希望するのであれば、そうするべきと理解していたが、本人の不安の要因となっていた退所した場合の在宅福祉サービスのメニューの提示、父への在宅福祉サービスのメニューの提示、本人の精神障害への治療の方向性が示された上で本人が自己決定するべきものでると考えた。
その際、その在宅福祉サービスの説明については、保佐人の主観により誘導すること避けるため福祉事務所担当者に依頼した。
結果、一か月後、本人は障害者施設Ａからの退所を選択し、父は本人を自宅アパートに受け入れた。
Ⅳ　重要な意思決定支援２
自宅に戻った本人はヘルパーの利用を希望したため、保佐人として契約等を支援し、ヘルパーの利用を開始、基本的な家事を一緒に体験した。受診については総合病院と精神病院の受診を支援した。
約半年後、就労への意欲が強くなったため、自宅近くの障害者施設Ｂへの通所利用の契約を支援、通所を開始した。
平成２５年１０月、障害者施設Ｂから本人に対し、次の理由で障害者施設Ｂのグループホームに入所を勧められた。
・父親との同居が本人の人生を壊しているからグループホームに入って本人の人生を歩んだ方が本人にとっては良い。

・在宅で生活できないからグループホームに入るのではなく、地域でその人らしく生活するためにグループホームがある。

・将来的には必ずグループホームに入って生活する必要があるから入るなら早ければ早い方がいい、いざその時では入れるわけではないから今入った方が本人のため。

・本人が父親の介護をさせられている状態で同居は望ましくない

・それぞれの支援者に違う訴えをするのだから支援者の前で本人にどう思っているのか確認すべきだ。
・グループホームに入って地域で自分らしい生活をしていくことが法人の理念だから、そこをもっと理解するべき。
これについて本人がその選択に迷ったため、保佐人から障害者施設Ｂに対し、急がずに本人の意思を尊重することを共通理解として欲しいと依頼した。
結果、本人は自宅での生活の継続を選択、同年１１月からはパート契約ではあるが一般就労に至った。
平成２６年１０月、父が死亡。以後、本人からはアパートでの生活かグループホームへの入居か相談が何度もあったため、急いで結論を出すことだけはしない方が良いことを説明し、何度も話を聞き、グループホームの体験入所も利用後、平成２７年５月にグループホームへの入居を選択したため、入居の契約と必要物品の購入等を支援した。以後、グループホームから就労先に通勤している。
この決定について、保佐人としては一般就労も可能になった本人の能力を考えれば、一般のアパートにて一人で暮らすことは十分可能であると理解していたが、本人が一人で暮らすことへの不安を訴えグループホームを選択したため、それを尊重した。
Ⅴ　おわりに
　このケースが特別であると考えられる方もあるかもしれないが、障害者施設Ａの他の複数の利用者の成年後見人等に選任され、その全てで権利侵害があった。
障害者施設Ｂでは、他の被保佐人の不動産の処分を施設と不動産会社が打ち合わせ、最後に保佐人に売却を求めてきたこともあった（本人の意思を確認し断った）。ほかの施設や在宅福祉サービスでも権利侵害となることは幾つもあった。
　これらの権利侵害について、その殆どで福祉サービス側には悪意は無く、それどころか、本人の為に最善と思える結論を先に福祉施設等が出し、その後、本人を説得しようとする場合。多少の課題を抱える本人について、家族や地域等の利益を優先し、家族や地域等の都合が優先させる場合。福祉施設全体の集団を優先し、本人にそれに合わせることを求める場合等が多かった。
　つまり、個人の都合より周囲の都合を優先した集団化が権利侵害の要因の一つであった。集団化しやすい医療や福祉サービスの中で、意思決定支援を意識しないと権利侵害を招きやすい。
